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◆講義項目◆               ※本講座の「出張講座」も承っております。気軽にお問合せください。 

 

Ⅰ滞納整理 概論  
1 滞納整理とは 

・「滞納整理」と「滞納処分」  
・滞納整理のあらまし 
・滞納処分の意義、効⼒ 

2 地⽅税の滞納整理 
・滞納整理⼿続の流れ（督促から配当まで） 
・徴税吏員の⼼構え 
・滞納整理と秘密を守る義務 
 

Ⅱ 滞納整理 各論  
1 納税交渉（⾯接時）の留意点 

・納税交渉の原則 
・滞納者等が協⼒的でない場合の対応 
・公務執⾏妨害を受けた場合の対応 

2 財産調査 
・所在調査 

所得税の確定申告書、法⼈決算書からの調査⼿法等
・財産調査 

   官公署調査、法務局等調査、⾦融機関調査 
・質問、検査及び捜索 

3 財産差押の概論 
  ・差押えの要件、意義 
  ・繰上徴収等 
  ・差押えの対象となる財産、差押財産の選択 
  ・財産の帰属 
  ・差押禁⽌財産 
  ・差押えの効⼒ 
  ・相続⼈からの徴収 

 

4 各種財産の差押え 
 ・差押財産の区分と各財産に共通する⼿続 

  ・動産・有価証券の差押え 
  ・債権(預⾦、給与等)の差押え 
   差押債権の特定・取⽴て 
  ・不動産の差押え 
  ・差押の解除 
5 交付要求・参加差押え 
  ・交付要求と参加差押え 

・破産⼿続における交付要求等 
6 財産の換価・公売等 

・換価と公売 
・換価代⾦の配当⼿続等 
・地⽅税と他の債権との調整 

7 滞納処分に関する納税の猶予制度 
  ・徴収の猶予及び換価の猶予 

・滞納処分の停⽌ 
Ⅲ 地⽅税の滞納整理における通則的事項  
1  書類の送達、公⽰送達 
2  延滞⾦と延滞⾦の免除  
3  消滅時効と時効中断の措置 
4  納付義務の継承、連帯納税義務 
5  第⼆次納税義務 
Ⅳ 最近の税制改正における徴収実務への対応  
1   ⾏政不服申⽴制度における審査請求への対応 
  ・弁明書の作成、⼝頭陳述等の審査⼿続 
2   ⾏政⼿続法における処分の理由付記 等 
3   ⺠法改正に伴う徴収実務への影響 
Ⅴ 徴収マネジメント  
1  考える徴収職員、プロ意識 
2 滞納整理におけるマネジメント 〜⽬標設定、進⾏管理等

＜講師紹介＞  税理士 ・ (元)国税庁徴収部管理課課長補佐  黒坂 昭一 氏 
平成 10 年 国税庁徴収部管理課 課長補佐  平成 12 年 東京国税不服審判所 副審判官  平成 15 年 杉並税務署 副署長 
平成 17 年 税務大学校研究部 教授  平成 19 年 大曲税務署 署長  平成 20 年 東京国税局徴収部特別整理部門 統括国税徴収官 
平成 21 年 同 納税管理官   平成 23 年 同 主任国税訟務官  平成 24 年 東村山税務署 署長   平成 26 年 退官・税理士登録 

 現在は、税理士・大学客員教授・地方団体の徴収指導員・執筆・講演活動等に活躍 
    
【著書】 

Q&A 実務 国税徴収法（大蔵財務協会 平成 29 年） Q&A 国税通則法詳解（清文社 平成 27 年） 図解 国税通則法（大蔵財務協会 平成 30 年） 
相続税納付リスク対策ハンドブック（大蔵財務協会 平成 30 年）Q&A 相続税 延納･物納の実務（大蔵財務協会 平成 23 年）         
Q&A 国税に関する不服申立制度の実務（大蔵財務協会 平成 27 年）新しい国税不服申立手続ハンドブック(大蔵財務協会 平成 28 年)、新しい換
価と納税の猶予制度の実務要点解説（大蔵財務協会 平成 28 年）等 

………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 
日本経営協会・中部本部 松尾行 （この面をそのままＦＡＸしてください）              ＦＡＸ（０５２）９５２－７４１８ 

□ 日本経営協会会員  □一 般 （該当する方にレ印を付けてください） Ｈ31/2.26-27 
60012037    「滞納処分の理論と実務」 講座・参加申込書                          年      月      日      

ふりがな 
団体名 

 
℡ 
Fax

（  ）  － 
（  ）  － 

ご派遣責任者（ご連絡担当） 
所属・役職名 
 
 
               
氏名 
 
              印

メールアドレス        

 

所在地 
〒 

№ フ リ ガ ナ 
所属・役職 担当 

経験 参 加 者 氏 名 
   年

月
 

   
年

月

＜ご記入（レ印）のお願い＞ 
この講座の開催情報を得た時期は、 
講座開催日の 
□半年以上前 □3ケ月～半年前 
□2 ケ月前  □1 ケ月前 
□2 週間前  □1 週間前～直前 

 

＜通信欄＞ 

※請求書の宛先についてご教示ください。（□団体名と同じ   □その他                       宛） 
・3 名様以上でお申込の場合は、別紙等に記載しあわせてお送りいただくか、複写してご利用ください。                                                         
・参加申込書にご記入いただいた情報は、以下の目的に使用させていただきます。 

①参加券や請求書の発送などの事務処理 ②セミナーなど本会事業のご案内 なお②がご不要の場合は、右□をチェックしてください。 □ 


